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 １  指導監査について 

障害福祉サービス事業者等に対する指導及び監査の実施方法

１ 指導

サービスの内容及び費用の請求等に関する事項について周知徹底を図るととも 

に、改善の必要があると認められる事項について適切な運用を求めるために障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下、「障害者総合支援

法」という。）第９条第１項、第１０条第１項、第１１条第１項及び同条第２項ま

たは児童福祉法第５７条の３第１項、同条第２項、第５７条の３の２第１項の規定

に基づき実施します。 

  (1)集団指導

原則として、毎年度１回、一定の場所に対象事業者を招集し、講習会方式により

指導を行います。なお、集団指導の資料については、資料の配付は行いませんので、

事前に岡山市事業者指導課ホームページよりダウンロードの上、印刷して持参して

いただくようお願いしています。

(2)実地指導

障害福祉サービス事業者等の事業所において、実地指導担当者が実地により関係

書類等の確認及びヒアリングを行うことにより実施します。

   ○指導内容について

     障害福祉サービス事業者等のサービスの質の確保・向上を図ることを主眼とし、

人員、設備、運営及び自立支援給付等請求について指導します。（必要に応じて過

誤調整を指導する場合があります。）

   ア 事前に提出を求める書類等（主なもの）

    ・指定障害福祉サービス事業所等指導事前提出資料

    ・従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 

    ・組織体制図

    ・利用契約書、重要事項説明書の書式

    ・指定障害福祉サービス事業者自主点検表（事業運営の手引き）

   イ 実地指導日に準備すべき書類等については、実地指導通知文に記載しますが、

    必要な都度速やかに提示できるよう準備をお願いします。

２ 監査

入手した各種情報により、人員・設備及び運営基準等の指定基準違反や、不正請

求等が疑われるとき、その確認及び行政上の措置が必要であると認める場合に、障

害者総合支援法または児童福祉法の規定に基づき実施します。 

これらの情報から指定基準違反や不正請求が認められる場合には、厳正かつ機動 

的な対応を行います。  
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なお、原則として、無通告（当日に通知）で立ち入り検査を実施するなど、

機動的かつ、より実効性のある方法で行います。

３ 報酬請求指導の方法 

   指導担当者が、加算等体制の届出状況並びに報酬等（基本単位及び各種加算）の

請求状況について、関係資料により確認を行いますが、報酬基準に適合しない取扱

い等が認められた場合には、加算等の基本的な考え方や報酬基準に定められた算定

要件の説明等を行い、適切なサービスの実施となるよう指導するとともに、過去の

請求について自己点検の上、不適切な請求となっている部分については過誤調整と

して返還を指導します。

２  変更届等について 

(1) 指定事業者・施設は、届け出た内容に変更があった場合は、その変更に係る事項に

ついて、変更があった日から１０日以内に「変更届」を提出することが必要です。 

ただし、事業所（施設）の名称・所在地（設置の場所）の変更、定員の増減（定員

減は、算定される単位数が増えるものに限る）、共同生活住居の増等に関しては変

更予定日の属する月の前月１５日までに届け出てください。 

《提出する書類》 

１ 変更届 

２ 添付書類 （各サービス編に添付の変更届に係る添付書類一覧表参照） 

《変更届出が必要な事項（例）》 

① 事業所の名称及び所在地 

 ② 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びに代表者の氏名、生年月日、職名及び

住所 

 ③ 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等（当該指定に係る事

業に関するものに限る。） 

 ④ 事業所の平面図 

 ⑤ 事業所の管理者及びサービス管理責任者（サービス提供責任者・児童発達支援管理

責任者）の氏名、生年月日、経歴及び住所 

 ⑥ 運営規程 

 ⑦ 当該申請に係る事業に係る介護給付費の請求に関する事項 

 ⑧ 役員の氏名、生年月日及び住所 

(2)事業を廃止し、又は休止しようとするときは、その廃止又は休止の日の１月前（入

所施設は３月以上前）までに、届け出てください。 
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３  業務管理体制の整備に関する事項の届出等について 

１ 障害福祉サービス等事業者の業務管理体制

(1) 平成２４年４月１日から、障害者（児）施設・事業者（以下「事業者」という。）

には、法令遵守等の業務管理体制の整備（法令遵守責任者の選任等、業務管理体制

の届出）が義務付けられました。 

これにより、業務管理体制の整備に関する事項を記載した届出書を遅滞なく関係行

政機関に届け出ることとされています。 

 各事業者におかれましては、法令遵守責任者の選任等だけでなく、業務の執行状

況を点検し、法令順守に取り組んでください。 

 なお、実地指導の際に業務管理体制について検査を行います。 

(2) すでに届け出た事項に変更があった場合又は事業所等の新規指定・廃止等により

届け出るべき事項に変更があった場合についても、届出事項の変更に係る届出書を

提出することが必要です。 

① 法人の種別、名称 

② 主たる事務所の所在地、電話、FAX番号 

③ 代表者の氏名、生年月日 

④ 代表者の住所、職名 

⑤ 事業所名称等及び所在地 

⑥ 法令遵守責任者の氏名及び生年月日 

⑦ 業務が法令に適合することを確保するための規程の概要 

⑧ 業務執行の状況の監査の方法の概要 

業務管理体制の整備について（概要） 

根拠 

規定 

障害者総合支援法 

第51条の2 

障害者総合支援法 

第51条の31 

児童福祉法 

第21条の5の25 

児童福祉法 

第24条の19の2 

児童福祉法 

第24条の38

事 業

の 実

施 主

体・施

設 の

設 置

主体 

指定事業者等 

（同法第42条第1

項） 

指定相談支援事業

者 

（同法第51条の22

第1項） 

指定障害児事業

者等 

（同法第21条の

5の17第1項） 

指定障害児入

所施設の設置

者 

（同法第24条

の2第1項） 

指定障害児相

談支援事業者

（同法第24条

の26第1項第1

号） 

指定 

障害福祉

サービス

事業者 

指定 

障害者

支援施

設等の

設置者 

指定 

一般相

談支援

事業者 

指定 

特 定 相

談 支 援

事業者 

指定 

障害児

通所支

援事業

者 

指定 

医療機

関の設

置者 

指定 

障害児

入所施

設 

指 定

医 療

機関 

指定 

障害児相談支

援事業者 
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区  分 届 出 先

①事業所等が２以上の都道府県に所在する

事業者
厚生労働省本省

②すべての事業所等が一の市町村・指定都

市（岡山市）の区域に所在する事業者
岡山市

③ ①および②以外の事業者
岡山県（各県民局健康福祉部健康福祉課）

４ 体制等に関する届出書について 

（「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害

福祉サービス等及び 基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準

等の制定に伴う実施上の留意事項について」平成 18 年障発第 1031001 号）

(1) 届出に係る加算等の算定の開始時期  

届出に係る加算等（算定される単位数が増えるものに限る。以下同じ。）について

は、利用者や指定相談支援事業者等に対する周知期間を確保する観点から、届出が毎

月１５日以前になされた場合には翌月から、１６日以降になされた場合には翌々月か

ら、算定を開始します。 

(2) 加算等が算定されなくなる場合の届出の取扱い  

指定障害福祉サービス事業所等の体制について加算等が算定されなくなる状況が生

じた場合又は加算等が算定されなくなることが明らかな場合は、速やかにその旨を届

出てください。なお、この場合は、加算等が算定されなくなった事実が発生した日（居

宅介護サービス費，重度訪問介護サービス費，同行援護サービス費，行動援護サービ

ス費における特定事業所加算については事実が発生した日の属する月の翌月の初日）

から加算等の算定を行わないものとします。また、この場合において届出を行わず、

当該算定について請求を行った場合は、不正請求となり、支払われた介護給付費等は

不当利得となるので返還措置を講ずることになることは当然ですが、悪質な場合には

指定の取消しをもって対処します。 

《提出する書類》
１ 変更届出書
２ 介護給付費及び訓練等給付費の額の算定に係る体制等に関する届出書（指定障害

児支援に要する費用の額の算定に係る体制等に関する届出書）
３ 体制等状況一覧表
４ 加算の算定に必要な添付書類（変更届に係る添付書類確認表（障害福祉サービス）、

加算等に係る添付書類確認表（障害児通所）参照）
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 ５  福祉・介護職員処遇改善加算について 

１ 平成２８年度福祉・介護職員処遇改善加算の算定について

  (1) 既に通知したように、平成２８年４月から（引き続き）福祉・介護職員処遇改善

加算を算定しようとする事業者は、平成２８年２月２９日（月）までに関係書類を

ご提出ください。 

(2) 福祉・介護職員処遇改善加算については、新たに算定を受けようとする月の前々

月の末日が提出期限となっています。年度の途中から算定を受ける場合は、ご注意

ください。

２ 平成２７年度福祉・介護職員処遇改善加算の実績報告について

(1) 平成２７年度に当該加算を算定している事業者は、平成２８年７月末日までに、

実績報告書を提出してください。 

(2) 別紙様式５の①「平成２７年度分福祉・介護職員処遇改善加算総額」には、平成

２７年４月～平成２８年３月サービス提供分までの加算総額（利用者負担額を含む）

を記入してください。 

 (3) つまり、国保連における平成２７年５月～平成２８年４月審査分までの加算総額

（利用者負担額を含む）を記入することになります。

＜国保連から通知されている金額を足しあげること。＞ 

  (4) 実績報告で、賃金改善所要額が加算による収入額（加算総額）を下回った場合、

加算の算定要件を満たしていないため、全額返還となります。（差額の返還ではな

い。） 

      また、実績報告を提出しない場合も全額返還となるので、必ず期限までに提出し

てください。 

  (5) 仮に現時点で、賃金改善所要額が加算による収入額（加算総額）を下回っている

場合は、一時金や賞与として追加支給してください。 

３ 福祉・介護職員処遇改善加算の届出及び実績報告にかかる留意点について

(1) 賃金改善は、本給、手当、賞与等のうちから、対象とする賃金項目を特定した上で行

 いますが、賃金改善を行う項目については明確に周知してください。 

  また、特定した賃金項目を含め、特段の事情なく賃金水準を引き下げることはできま

 せん。 
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平成24年3月30日付け厚生労働省通知（抜粋） 障害者総合支援法事業者ハンドブック報酬

編Ｐ827 

  賃金改善は、本給、手当、賞与等のうちから対象とする賃金項目を特定した上で行う

 ものとする。この場合、8(2)（特別事情届出書）の届出を行う場合を場合を除き、特定

した賃金項目を含め、賃金水準を低下させてはならない。また、安定的な処遇改善が重

要であることから、基本給による賃金改善が望ましい。

(2) 非正規職員として勤務していた者を、正規職員に転換した場合、転換したことに伴う

 給与の増加分は賃金改善額には含まれません。同様に、職員を増員した場合の増員分の

 賃金も賃金改善額には含まれません。 

平成21年12月21日付け「介護職員処遇改善交付金説明会資料」P36

（問62）平成２１年３月まで非正規職員として勤務していた者を、同年４月以降に正規職

      員に転換した場合、これに伴う給与の増加分は、賃金改善額と考えてよいか。

   （答）よくない。平成２１年３月までの賃金算定ルールを、当該職員に適用した場合の給与

      （言い換えれば、当該職員が、平成２１年３月以前に正規職員として勤務していたと仮定 

した場合の給与）と比較し、増加していれば、その増加分のみが賃金改善額と考えられる。 

(３) 「キャリアパス要件Ⅰ」について 

加算（Ⅰ）を算定する場合、「キャリアパス要件Ⅰ」をすべて満たしていることが必要です。 

28年度申請書類の提出にあたっては、下記の要件を再度確認の上、念のため根拠書類（就業

規則、取扱要領又は内規等）の内容を再点検いただき、仮に現時点で不十分と思われる場合に

は、加算の趣旨に沿った内容となるよう見直しをお願いします。なお、根拠書類の提出を省略

している場合、必要に応じて根拠書類の追加提出をお願いする場合があります。 

【キャリアパス要件Ⅰ】 

次のイ、ロ及びハのすべてに適合すること。 

イ 福祉・介護職員の任用の際における職位、職責又は職務内容等に応じた任用等の要件（福祉・

介護職員の賃金に関するものを含む。）を定めていること。 

ロ イに掲げる職位、職責又は職務内容等に応じた賃金体系（一時金等の臨時的に支払われるも

のを除く。）について定めていること。 

ハ イ及びロの内容について就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し、すべての福祉・介

護職員に周知していること。 

６ 障害者総合支援法の対象となる疾病の拡大について 

平成２５年４月から障害者総合支援法に定める障害児・者の対象に難病等が追加され

ましたが、平成２７年７月１日から、対象となる疾病が、１５１から３３２へ拡大され

ました。対象となる方は、障害者手帳を持っていなくても必要と認められた支援が受け
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られます。（Ｐ９・Ｐ１０厚生労働省リーフレット参照） 

岡山市の難病患者等の窓口は、健康づくり課となっております。 

７ 障害者差別解消法の施行について 

平成２８年４月１日から「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（「障

害者差別解消法」）が施行されます。 

 この法律は、障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本的な事項や、国の行政

機関、地方公共団体等及び民間事業者における障害を理由とする差別を解消するための

措置などについて定めることによって、すべての国民が障害の有無によって分け隔てら

れることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現につなげるこ

とを目的としています。 

 ガイドラインは、厚生労働省が所管する事業分野において、事業者が障害者に対して

不当な差別的取扱いをしないこと、また、社会的障壁を取り除くための必要かつ合理的

な配慮を行うために必要な考え方などを記載しています。日々の業務の参考にしていた

だきますよう、お願いします。（Ｐ１１・Ｐ１２厚生労働省リーフレット参照） 

※福祉事業者向けガイドライン（厚生労働省ホームページ参照） 

福祉分野における事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に

関する対応指針（平成２７年１１月１１日厚生労働大臣決定） 

８ 障害者虐待防止について 

平成２４年１０月１日から「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関

する法律」（「障害者虐待防止法」）が施行されました。障害者虐待防止法では、障害

者福祉施設の設置者または障害福祉サービス事業等を行う者に対して虐待防止の責務を

定めるとともに、障害者虐待を受けたと思われる障害者を発見した者に通報義務を定め

ています。 

岡山市指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例、岡

山市指定障害福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例、

岡山市指定障害者支援施設等の人員，設備及び運営に関する基準等を定める条例におい

ては、指定障害福祉サービス事業者及び指定障害者支援施設等の一般原則として、利用

者の人権の擁護、虐待の防止のため、責任者を設置する等必要な体制の整備を行い、そ

の従業者に対し研修を実施する等の措置を講ずるよう努めなければならないことを定め

ています。各事業所等において、障害者虐待防止に向けた取組みが充分できているか、

再度確認をお願いします。 

（Ｐ１３平成２６年度における障害者福祉施設従業者等により障害者虐待の状況参

照） 

※障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応の手引き（厚生労働省ホームペ

ージ参照） 
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９  その他  

１．各種書類の提出期限について 

①平成２８年度福祉・介護職員処遇改善加算届出書（計画書）等 

平成２８年２月２９日（月） 

②平成２７年度福祉・介護職員処遇改善加算実績報告書 

平成２８年７月２９日（金）

③平成２８年４月１日算定開始の体制届 

平成２８年３月１５日（火） 

２．疑義照会（質問）について 

今回の集団指導に係る内容についての疑義照会・質問等については、「質問票」により

ＦＡＸにて送信してください。（Ｐ１４参照） 

３．事故報告の提出について 

サービス提供中に利用者に事故が発生した場合は、必要な措置を迅速に講じるともに、

速やかに利用者の家族、岡山市事業者指導課、支給決定市町村に連絡・報告を行ってくだ

さい。（Ｐ１５～「利用者事故発生時の対応について」、「利用者事故等報告書」参照） 

４．厚生労働省からの通知等について 

今後、厚生労働省から発出される通知等については、随時ホームページ上で公開してい

きます。 

また、通知等の内容によっては、本日の集団指導資料の記載内容を変更する場合があり

ます。その場合もホームページ上でお知らせしますので、随時確認をお願いします。 

（岡山市事業者指導課ホームページ） 

http://www.city.okayama.jp/hohuku/jigyousyasidou/jigyousyasidou_00003.html 

５．メールアドレスの登録について 

事業者指導課からの様々なお知らせについては、電子メールを利用しています。登録い

ただいているメールアドレスに変更がある場合はお知らせいただくとともに、常にメール

が受信できる状態にあるかを確認しておいてください。 
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事業所名

サービス
種別

所在地

Ｔｅｌ Ｆａｘ

担当者名 職名

【質問】

【回答】

【質　問　票】

 平成　　　年　　　月　　　日
 岡山市事業者指導課　障害事業者係宛

 Ｆａｘ：０８６（２２１）３０１０

　岡山市 　 　 区
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利用者事故等発生時の対応について 

１ 事故発生時の対応 

（１）事故等の態様に応じ、必要な措置を迅速に講じること。 

（２）速やかに利用者の家族、岡山市、支給決定市町村等に連絡・報告を行うこと。 

（３）事故の状況及び事故に際してとった処置について記録すること。 

２ 事故後の対応及び再発防止への取組 

（１）賠償すべき事故の場合には、損害賠償を速やかに行うこと。 

（２）事故発生の原因を解明し、再発防止のための対策を講じるとともに、全従業

者に周知徹底すること。 

３ 岡山市への報告 

（１）報告すべき事故の範囲 

報告すべき事故の範囲は、原則、以下のとおりとする。 

① サービス提供による利用者の事故等 

ア 事故等とは、死亡事故の他、転倒等に伴う骨折や出血、火傷、誤嚥等サ

ービス提供時の事故により、医療機関に入院又は治療したもの及びそれと

同等の医療処置を行ったものを原則とする。（事業者側の責任や過失の有

無は問わず、利用者自身に起因するもの及び第三者によるもの（例：自殺、

失踪、喧嘩）を含む。） 

イ サービス提供には、送迎等を含むものとする。 

② 利用者が行方不明になったとき（外部の協力により捜索活動が必要となる

場合） 

③ 食中毒、感染症（インフルエンザ、感染性胃腸炎、結核等）の集団発生 

（社会福祉施設等の施設長は、次のア、イ又はウの場合は、市町村等の社

会福祉施設等主管部局に迅速に感染症又は食中毒が疑われる者の人数、症

状、対応状況等を報告するとともに、併せて保健所に報告し、指示を求め

るなどの措置を講じること。（平成 17 健発 0222002 号） 

ア 同一の感染症若しくは食中毒による又はそれらによると疑われる死亡

者又は重篤患者が１週間内に２名以上発生した場合 

イ 同一の感染症若しくは食中毒の患者又はそれらが疑われる者が１０名

以上又は全利用者の半数以上発生した場合 

ウ ア及びイに該当しない場合であっても、通常の発生動向を上回る感染

症等の発生が疑われ、特に施設長が報告を必要と認めた場合） 

④ 従業員の法律違反・不祥事等利用者の処遇に影響のあるもの 

⑤ 火災、震災、風水害等の災害によりサービスの提供に影響する重大な事故

等 
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⑥ その他施設・事業所の長が必要と認めるとき 

 （２）報告事項 

岡山市への報告は、別紙様式を標準とする。ただし、別紙様式の内容が含

まれる任意の様式で報告することは差し支えない。 

なお、死亡事故の場合は診断書の写しを添付すること。 

（３）報告手順 

事故等が発生した場合は、速やかに家族等に連絡し、岡山市、支給決定市町

村に報告する。 

また、食中毒や感染症の集団発生が疑われる場合には、速やかに管轄保健所

に連絡し、あわせて、岡山市、支給決定市町村に報告する。 

① 第一報 

死亡事故等、緊急性の高いものは、電話等により事故等発生の連絡を行い、

その後速やかに報告書を提出する。 

② 途中経過及び最終報告 

事故処理が長期化する場合は、適宜、途中経過を報告するとともに、事故

処理が完了した時点で、最終報告書を提出する。 

４ 提出先 

岡山市保健福祉局事業者指導課 障害事業者係 

〒700-0913 岡山市北区大供 3-1-18（ＫＳＢ会館４階） 

 ＴＥＬ   086-212-1015 

ＦＡＸ   086-221-3010 

Ｅメール  syou-jigyou@city.okayama.jp 

※支給決定市町村にも報告してください。支給決定市町村が岡山市の場合は，障害福祉課又は

保健管理課となります。 

※参考（事故発生時の対応について定めた基準条例等） 

（１）岡山市指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成２４年

岡山市条例第８１号）第４１条第１項及び準用規定 

（２）岡山市指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準（平成２４年岡山市条

例第８２号）第５８条第１項 

 （３）障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定地域相談支

援の事業の人員及び運営に関する基準（厚生労働省令第２７号）第３６条第１項及び準用

規定 

 （４）岡山市障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準（平成２４年岡山市条例第８

３号）第３２条第１項及び準用規定 

 （５）岡山市地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準（平成２４年岡山市条例第９

４号）第１８条第１項 
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 （６）岡山市福祉ホームの設備及び運営に関する基準（平成２４年岡山市条例第９５号）第１

６条第１項 

 （７）岡山市障害者支援施設の設備及び運営に関する基準（平成２４年岡山市条例第４５号）

第４５条第１項 

 （８）岡山市通所支援の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成２４年岡山市条例第７

９号）第５２条第１項及び準用規定 

（９）岡山市指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関する基準（平成２４年岡山市条

例第８０号）第４８条第１項及び準用規定 

障害福祉サービス事業所 ・ 障害者支援施設 

相談支援事業所・地域活動支援センター・福祉ホーム

障害児施設 ・ 障害児通所支援事業所 

利用者事故等報告書 

                         平成  年  月  日   

  岡山市長  様 

（事業所・施設等の名称）

（事業者・施設設置者等の職・氏名）                          印  

 下記のとおり事故等が発生しましたので報告します。 

記 

利用者氏名               （ 男 ・ 女 ）
生年 

月日 

    年  月  日 

      （満  歳） 

住  所  

支給決定 

市 町 村 

利用サー 

ビス名 

事 故 等 

発生日時 
平成  年  月  日（  曜日） 午前・午後   時  分頃 

事 故 等 

発生場所 

事故等の状況

及びその原因

(状況) 

(原因) 

事故等に対する

対応及び家族等

への説明内容と

それに対する反応

(対応) 

(家族等への説明内容と反応) 

再発防止策 

事業所の 

担 当 者 

（担当者名：             ） 

（ＴＥＬ：           ＦＡＸ：           ） 

備  考  
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岡山市保健福祉局事業者指導課

障害事業者係

syou-jigyou@city.okayama.jp 


